
［コロナ収束後の展開］

テレワーク導入における
労働時間管理と残業代の支払

前田尚一法律事務所



「在宅勤務で勤務時間が分からないなか
での残業代の支払いはどうするべきなの
か？」
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［新型コロナウイルス禍の非常時を想定しての弁護士の解説例］

〈緊急連載〉新型コロナウイルス感染症への法務対応

『労務①ー安全配慮義務・自宅待機・在宅勤務』
（『商事法務№２２２６』４４頁［2020.3.25］ （細川智史） ）

一．安全配慮義務について

二．自宅待機命令および自宅待機期間中の給与に
ついて

三．在宅勤務との関係

「在宅勤務が可能である場合，まずは自宅待機にする前に在
宅勤務にすることを検討することが合理的であることが多い
と思われるが，……。」
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https://www.shojihomu.or.jp/documents/10448/11140560/2226_%E6%96%B0%E5%9E%8B%E3%82%B3%E3%83%AD%E3%83%8A%284%29%285%29%286%29.pdf/b2827785-7e5c-47a5-a9f8-9c3dd567ac9b
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情報通信技術を利用した事業場外勤務の適
切な導入及び実施のためのガイドライン

厚生労働省ＨＰ

 情報通信技術を利用した事業場外勤務の適切
な導入及び実施のためのガイドライン

 ガイドライン概要 （平成30年２月22日）

 パンフレット（簡易版） （平成30年２月22日）

 パンフレット（詳細版） （令和元年9月）
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/shigoto/guideline.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000545678.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000545679.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000545706.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000553510.pdf


ガイドライン概要（平成30年２月22日）
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https://www.mhlw.go.jp/content/000545679.pdf


まず，「働き方改革関連法」の３つのポイントを確認してください。

（「『働き方』が変わります！！」［厚生労働省・中小企業庁 2019年12月］を改変）

次のページから、ポイントの具体的内容と対策を、「労働者の権利意識」の益々の高揚、構造的な「人手
不足」の現実を踏まえ、 ご説明していきます。

言うまでもないことですが、構造的な「人手不足」に直面した現実の中、「働き方改革関連法」での改正事
項を軽視して、「ブラック企業」との汚名を着せられるような事態となることは、もはや論外といわなければな
りません。 6



働き方改革法が成立

脱時間給や同一労働同一賃金

政府が今国会の最重要法案とした働き方改革関連
法は29日午前の参院本会議で可決、成立した。残
業時間の上限規制や、正社員と非正規の不合理な
待遇差を解消する「同一労働同一賃金」、高収入の
一部専門職を労働時間の規制から外す「脱時間給
制度（高度プロフェッショナル制度）」の導入を柱とす
る。日本の労働慣行は大きな転換点を迎える。

2018年6月29日 15:30｜日本経済新聞 電子版
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https://r.nikkei.com/article/DGKKZO32398980Z20C18A6MM0000?unlock=1&s=3


企業、迫られる生産性革命 働き方改革
法成立

政府が今国会の最重要法案と位置づけた働き方改
革関連法が29日の参院本会議で可決、成立した。
日本の企業に多かった無駄な残業をなくし、時間で
はなく成果を評価する働き方に一歩近づく。企業は
欧米と比べて低い水準にとどまる生産性の向上に取
り組まなければ、新しい働き方の時代に成長が望め
なくなる。

2018/6/30 7:36｜日本経済新聞 電子版
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https://www.nikkei.com/article/DGXMZO32427820Z20C18A6MM8000/


中小企業、残業規制対応に遅れ
人手不足など背景に

4月から中小企業に対しても、残業時間に上限を設
ける規制が始まった。月45時間を超える残業は原則
的に禁止で、違反すると罰則もある厳しいものだ。た
だ始まって2カ月たった今でも経営者の認識不足や
厳しい労働環境などから中小企業では対応の遅れ
が目立つ。未払い残業代請求の機運も高まっており、
問題を放置するのは企業にとって命取りになる可能
性もある。（渋谷江里子）

2020/5/31 2:00｜日本経済新聞 電子版
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https://www.nikkei.com/article/DGXMZO59733870Z20C20A5000000/


• 当社にとって，テレワーク導入は，有益か。有益だ
として，その内容は具体的にどのようなものか。

• 労働者は，テレワーク導入を求めているか。求めて
いる内容はどのようなものか。その導入は，当社に
とっても有益か。

• 具体的に設計された内容でテレワークの導入を実
現するために，法律上，事実上検討すべき事項は
どのようなもので，これらにどのような対処をしなけ
ればならないか。
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視 点
働き方改革

＋
新型コロナ禍真っ最中・緊急非常宣言下

⇒ ……
⇒ コロナ収束後・新たな日常



コロナ禍で見えてきた
企業の新たな課題（１）

新型コロナウイルス感染拡大の予断は許されません
が、大筋としては収束に向かいはじめたようです。国
民みんなで克服し、新たな未来が到来するといった論
調が、各企業の広告や専門家の分析として目立って
きました。

しかし、新たな未来に期待することはともかく、直面す
る現実への対応は、新しい現実を見据えながら進め
ていかないと足元をすくわれることになりかねません。

「整理解雇を円滑に進めるためには」
（財界さっぽろ2020年７月号）
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https://smaedalaw-roudou.com/%E6%9C%AA%E5%88%86%E9%A1%9E/%E6%95%B4%E7%90%86%E8%A7%A3%E9%9B%87%E3%82%92%E5%86%86%E6%BB%91%E3%81%AB%E9%80%B2%E3%82%81%E3%82%8B%E3%81%9F%E3%82%81%E3%81%AB%E3%81%AF%EF%BC%9A%E6%9C%AD%E5%B9%8C%E3%81%AE%E5%BC%81%E8%AD%B7%E5%A3%AB


コロナ禍で見えてきた
企業の新たな課題（２）

新型コロナウイルス感染拡大が長期化する中、特に
中小企業において、取り引きの停止・減少、家賃の延
滞交渉・増減額調整といった対外的問題に加え、「労
務問題」への対処が問題にされてきました。

コロナ収束までの「労務問題」を〝コロナ収束後〟の
展開としてとらえなおした場合、柔軟な働き方として
一定の評価を受けている「テレワーク」も、よいとこどり
ばかりをすると大きな火傷をしかねない魔物なのかも
しれません。

「整理解雇を円滑に進めるためには」
（財界さっぽろ2020年７月号）
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https://smaedalaw-roudou.com/%E6%9C%AA%E5%88%86%E9%A1%9E/%E6%95%B4%E7%90%86%E8%A7%A3%E9%9B%87%E3%82%92%E5%86%86%E6%BB%91%E3%81%AB%E9%80%B2%E3%82%81%E3%82%8B%E3%81%9F%E3%82%81%E3%81%AB%E3%81%AF%EF%BC%9A%E6%9C%AD%E5%B9%8C%E3%81%AE%E5%BC%81%E8%AD%B7%E5%A3%AB


ルール変更は必至
アフターコロナ（１）

甚大な被害に見舞われた東日本大震災は、日本国内に
おいてほとんどの人々は直接の被害者ではありませんし、
ブラックアウトを引き起こした北海道胆振東部地震の際も、
被害地域は限られ、停電も比較的早期に解消しました。し
かし、新型コロナウイルスは大半の日本人に長期間の被害
を与え続けています。感染者をはじめ、減収問題や自粛疲
れ、自宅待機ストレスによるＰＴＳＤなどが、これからの社会、
経済における新たなルールづくりに直接・間接的に働きか
けてくるはずです。

「コロナ終束後は“新たな”日常生活が待っている!」
（財界さっぽろ2020年６月号）
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https://札幌弁護士.com/archives/other/%e3%82%b3%e3%83%ad%e3%83%8a%e5%8f%8e%e6%9d%9f%e5%be%8c%e3%81%af%e6%96%b0%e3%81%9f%e3%81%aa%e6%97%a5%e5%b8%b8%e7%94%9f%e6%b4%bb%e3%81%8c%e5%be%85%e3%81%a3%e3%81%a6%e3%81%84%e3%82%8b


労働問題・紛争の類型と解決コンセプト

Ⅰ 長時間労働・未払い残業代問題

－管理の責任と機械的計算

Ⅱ パワハラ等ハラスメント問題

－関係性

Ⅲ 解雇その他雇用関係等の終了
＊退職勧奨，雇止め，派遣切り，整理解雇，本採用拒否，内定取消し…

－世間の価値観・法制度の客観的理解と度胸，そして，決断

Ⅳ メンタルヘルス問題

－人情でどこまで対応できるのか

Ｖ 労働組合対応・団体交渉など

－リーダーシップ
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https://smaedalaw-roudou.com/%E5%9B%A3%E4%BD%93%E4%BA%A4%E6%B8%89


時間外労働等の割増賃金・不払のペナルティ

◼ 割増率 時間外 ２割５分
［特別割増率］１カ月６０時間を超えた時間外 ５割以上

（中小企業への猶予措置が廃止）

◼ 遅延利息 ５％
１４．６％（退職労働者）

◼ 同一額の付加金

◼ 消滅時効 ２年 cf 退職手当 ５年
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経営者側の反論
⚫ 「残業代は支給しないことを同意していた」

⚫ 「基本給に残業代を含めて金額を決めていた」

⚫ 「管理職手当・精勤手当等の手当に残業代が含まれている」

⚫ 「固定残業手当を払っている」

⚫ 「歩合給を払っている」

⚫ 「年俸制にしている」

⚫ 「管理監督者である」

⚫ 「時間外に仕事を命じていない」

⚫ 「仮眠時間や空き時間にパソコンで遊んだ場合も労働時間に含まれない」

⚫ 「立証責任は，従業員にある」

⚫ 「タイムカードに始業時刻，就業時刻が記録されているが，休憩していて仕事を
していない」

⚫ 「労働者自身が作成した労働時間整理簿は，信用性に欠ける。」
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お手軽な解決手段に安易に飛びつく
と……

残業手当対策として，誰もが思い付いたり，「物知り」が
教えてくれる方法は，失敗も多い。

仕組み採用＋運用＋実質

○ 「管理監督者」 （労基法４１条２号）
日本マクドナルド事件（東京地裁平成２０年１月２８日判決）

ハンバーガーの販売等を業とし，多数の直営店を展開している株式会
社の店長である原告が管理監督者に該当するか否かが争われた事例

○ 「固定残業手当」
・残業代が未払いと評価される。
・固定残業手当が基本賃金に含められる。
・世間からの消極的評価
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労働時間対策

1. 法定労働時間の弾力化
ー変形労働時間制：１か月単位・３か月単位・１週間単位

2. 主体的で柔軟な労働時間制度
① フレックスタイム制(労基法３２条の３)

一定時間数労働を条件に労働者が開始終了を選択

② 事業場外労働のみなし制 (労基法３８条の２第１項)
－事業場外で労働時間を算定しがたい

③ 裁量労働制 (労基法３８条の３，４)
－「専門業務型」＋「企画業務型」

④ 高度プロフェッショナル労働制(労基法４１条の２）
－１０７５万円以上…
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阪急トラベルサポート事件
最高裁平成26年1月24日判決

募集型の企画旅行における添乗員の業務につき，労
働基準法３８条の２第１項にいう「労働時間を算定し
難いとき」に当たらないとされた事例
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2020/6/20 2:00 (2020/6/20 5:30更新)｜日本経済新聞 電子版

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO60599430Q0A620C2MM8000/


ガイドライン概要（平成30年２月22日）
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https://www.mhlw.go.jp/content/000545679.pdf


情報通信技術を利用した事業場外勤務の適
切な導入及び実施のためのガイドライン

厚生労働省ＨＰ

 情報通信技術を利用した事業場外勤務の適切
な導入及び実施のためのガイドライン

 ガイドライン概要 （平成30年２月22日）

 パンフレット（簡易版） （平成30年２月22日）

 パンフレット（詳細版） （令和元年9月）
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/shigoto/guideline.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000545678.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000545679.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000545706.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000553510.pdf


ま と め

• テレワーク導入は，どの範囲でどのような理由で有益か
か，有益なモデルの内容はどのようなものかを，自社の
個別具体的問題として把握。

• 労働者のテレワーク導入の要望については，権利意識
の高揚，ワーク・ライフ・バランス，ベーシックインカムな
どを考慮して検討。

• テレワーク導入するとして具体的に特定された内容を
実現するために，法律上，事実上検討すべき事項はど
のようなことで，どのように対処しなければならないか。

• テレワーク導入にとどまらないより根本・深刻な問題の
検討（人手不足↔人余り ⇒ 人員縮小策の要否）

• 事実上・経営上の問題は流動的。法律上の問題は，定
番。
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［附］総 括

1. 経営者ｖｓ労働者
の価値観・立場の違い・対立
＊ 権利意識の高揚，ワーク・ライフ・バランス，ベーシックインカム

2. 法律，裁判所（判例・裁判例）その他の制度
の立場・姿勢

3. 積み上げ・書面化の重要性

4. 個別具体的問題としての把握，紛争化の経緯

5. 労働組合－合同労組，ユニオン

6. ブラック企業などとの汚名，風評被害

7. 中堅中小企業の在り方
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